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労組周辺動向 No.108 

2021 年 3月 5日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 令和 4 年 10 月からの短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の適用の拡大 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.html 

 

(2) 月収１２万円以下も対象に無料職業訓練・最大月１０万円給付：厚生労働省 

厚生労働省は、失業手当の出ない状態で仕事探しをする人が無料で職業訓練を受けられる

求職者支援制度の対象者を広げる。 

 

一定の要件を満たせば、職業訓練が無料で受けられ、最大で月１０万円の給付金などを受け

取れる。今は月収８万円以下が対象だが、シフト制などで働く場合は月収１２万円以下に広

げる。９月末までの特例。 

 

「「職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律施行規則の一部を改正

する省令案要綱」に係る諮問文」 第 25 回労働政策審議会人材開発分科会 

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/000741809.pdf 

 

(3) 「７０歳雇用推進マニュアル」 高齢者・障害。求職者雇用支援機構 

https://www.jeed.go.jp/elderly/data/q2k4vk000000tf3f-att/q2k4vk000003n1kz.pdf 

 

(4) 「休業支援金・給付金の大企業の非正規雇用労働者の取扱いについて」 厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16994.html 

  

(5) 最新の「雇用調整助成金新型コロナ特例」は以下で。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000743293.pdf 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000743294.pdf 

 

(6) 男性の育児休業取得へ ―週間休み 2 回に分け取得などの 改正案決定 

男性の育児休業の取得を促すため、政府は 26日の閣議で、子どもが生まれてから 8週間以

内に、合わせて 4週間の休みを、2回に分けて取得できるようにするなどとした法律の改正

案が決定された。 

 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/000741809.pdf
https://www.jeed.go.jp/elderly/data/q2k4vk000000tf3f-att/q2k4vk000003n1kz.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16994.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000743293.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000743294.pdf
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また、大企業に対して、育児休業の取得率の公表を義務づけることなども盛り込まれている。 

 

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険

法の一部を改正する法律案（令和 3年 2月 26日提出）要綱」 

https://www.mhlw.go.jp/content/000743976.pdf 

 

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険

法の一部を改正する法律案の概要」 

https://www.mhlw.go.jp/content/000743975.pdf 

 

(7) 臨時休校で仕事休んだ保護者本人申請で助成金受給へ 

去年、全国一斉で行われた臨時休校で仕事を休まざるを得なくなった保護者への助成制度

について、政府は、企業が申請しないことが原因で、助成が受けられないケースが相次いで

いることから、本人による申請で受給できるよう改める方針を固めた。 

 

新型コロナウイルスの臨時休校で仕事を休まざるを得なくなった保護者を支援するため、

厚生労働省は、去年 3月、助成制度を設け、1日あたり 1万 5000円を上限に助成金を支給

しているが企業が申請しないことが原因で助成金を受けられないケースが相次いでいて、

これまでの支給は予算額の３割程度にとどまっている。 

 

このため政府は、企業の申請がなくても、保護者本人が申 

 

(8) 厚生労働省、テレワークに新指針案：非正規区別を禁止し長時間対策も 

厚生労働省は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、テレワークを取り入れる企業を対象

にした新たな指針案を労働政策審議会（厚労相の諮問機関）分科会に示した。非正規労働者

だけテレワークを認めないなど雇用形態の差を理由とした区別を禁止。長時間労働対策と

して、休日や時間外に働ける範囲を事前に労使で取り決めるよう推奨した。 

 

また、出勤とテレワークの間で仕事量や人事評価に差をつけることを禁止。パソコンなどの

物品や通信費は負担が過度にならないよう就業規則で規定するよう求めた。 

 

「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン（案）」 厚生労働省第 38

回労働政策審議会雇用環境・均等分科会 

https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/000748338.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) ウーバー運転手は「従業員」、英最高裁が判断－ギグエコノミーに打撃 

配車サービス大手、米ウーバー・テクノロジーズの運転手らの権利を巡る訴訟で、英最高裁

は運転手を同社の「従業員」と認める判決を下した。 

https://www.mhlw.go.jp/content/000743976.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000743975.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/000748338.pdf
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"Uber loses supreme court ruling over rights of drivers" 

UK Supreme Court says, "Uber drivers are not Gyomu itaku but workers, employees. 

http://bit.ly/uver_drivers_ruling 

 

(2) 破産の百貨店社長を書類送検―解雇予告手当不払いの疑い 

昨年 1 月に破産した百貨店「大沼」（山形市）が解雇した従業員らに解雇予告手当を支払わ

なかったとして、山形労働局は同社と社長を労働基準法違反の疑いで山形地検に書類送検

し、発表した。 

 

従業員ら 185 人を解雇する際、事前に解雇を予告していなかったにもかかわらず、解雇予告

手当計約 4 千万円を支払わなかった疑いがある。同社は、山形地裁に自己破産を申請した。 

 

(3) 元派遣社員の請求棄却―通勤手当訴訟で大阪地裁 

正社員にのみ通勤手当が支給されるのは不合理な待遇格差を禁じた労働契約法２０条に反

するとして、リクルートホールディングスのグループ会社「リクルートスタッフィング」に

対し、元派遣社が約 60 万円の損害賠償を求めた訴訟で大阪地裁は請求を棄却した。 

 

判決は、通勤手当の支給には、転勤のある正社員の「想定外の負担やライフスタイルへの影

響のリスクに配慮する」趣旨などがあったと指摘。加えて、男性が得ていた時給も相当程度

高額だったとして、不支給は不合理ではないとした。 

 

時給は 1100～1350 円だった。 

 

(4) 元竹中工務店偽装請負疑い書類送検 

大阪の大手ゼネコン、竹中工務店が発注先の会社の社員に直接業務を指示する、いわゆる

「偽装請負」を行っていたとして、職業安定法違反の疑いで書類送検されていた。 

 

竹中工務店とその子会社、それにそれぞれの社員あわせて４人は、おととし８月から９月に

かけて、大阪府内の工事現場で使う図面の作成を発注した請負契約を結ん会社の社員に、あ

わせておよそ６０回にわたって、直接業務を指示したとして、職業安定法違反の疑いで書類

送検された。 

 

(5) 「労基署の調査が入った後も改善されず」…残業代 79 万円未払いと告訴状 

浦添市の卸売・販売業社に勤務していた男性が、時間外労働の賃金が支払われていないとし

て、那覇・沖縄の両労働基準監督署に告訴状を提出した。 

 

同社は従業員と三六協定を結んでいない。２０１８年１１月ごろに沖縄労基署が未協定の

残業と未払いの調査に入った。 

だがその後も改善はされずに、同年１２月から残業時間の記録もできなくなり状況は悪化

http://bit.ly/uver_drivers_ruling
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した。 

 

(6) 保育士への「マタハラ」認定、解雇無効の判決：東京高裁 

「出産したら戻ってくるからね」――。園児たちにそう約束した保育士が、育休からの復職

直前、園側に解雇された。東京高裁は控訴審判決で、妊娠や出産による職場での嫌がらせ「マ

タニティーハラスメント」と認め、保育士の解雇は無効と判断した。 

 

男女雇用機会均等法 9 条 4 項は、「原則として妊娠中や産後 1 年たたない労働者への解雇は

無効」と規定するが、事業主が解雇理由を妊娠や出産でないと証明できた際は例外とする。 

 

判決は、園長に批判的な言動をしたことが解雇理由とされた点について、「意見は述べたが

解雇に相当する問題行動とはいえない」と判断。一審・東京地裁判決に続き、解雇は男女雇

用機会均等法 9 条 4項に反するとした。 

 

さらに、この規定が目指す趣旨についても言及。「妊娠や出産で身体的・精神的な負荷が想

定されることから、安心して出産・育児ができるようにするための規定」とした。 

 

厚生労働省によると、男女雇用機会均等法をめぐる 19年度の相談数は約２万件で、婚姻や

マタハラ関連が約３５%を占めている。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 明石市がファミリーシップ制度開始：印鑑証明書の性別欄廃止へ 

性的少数者（ＬＧＢＴＱ＋）のカップルやその子どもを家族と公的に認める新制度「明石市

パートナーシップ・ファミリーシップ制度」を始めた兵庫県明石市は、４月から印鑑登録証

明書の性別記載欄を削除する。３月市議会に条例改正案を提出しており、可決されれば、条

例改正を伴う公文書の性別欄削除は同市では初めてとなる。市は「業務上の必要な場合を除

き、今後も削除を進めていく」としている。 

 

(2) ５．６％がＬＧＢＴ自認 若者では６人に１人―米世論調査 

米調査会社ギャラップは２４日、米国の成人（１８歳以上）の５．６％が自身を同性愛など

性的少数者（ＬＧＢＴ）と回答したとする世論調査結果を公表した。２０１２年の３．５％、

１７年の４．５％から上昇しており、社会での認知が進む中、ＬＧＢＴを自認する人が増え

ていることを示した。 

も差が大きく、７４歳以上で１．３％だったのに対し、１８～２３歳では１５．９％に上っ

た。 

 

(3) 新型コロナ遺族手当は同性パートナーも対象―東京 世田谷区 

新型コロナウイルスで死亡した人の遺族が手当を受け取れる国民健康保険の特例措置につ

いて、同性パートナーの遺族も対象とする独自の制度を東京 世田谷区が導入した。 
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国は、国民健康保険に加入している非正規雇用の人などが新型コロナウイルスに感染して

働けなくなり給与が得られなくなった場合に「傷病手当金」を受け取れる特例措置を設けて

いる。加入者が死亡した場合は遺族が代わりに手当を受け取れるが、国の制度では同性のパ

ートナーは対象になっていない。 

 

このため世田谷区は独自の制度を設けて、同性パートナーの遺族にも手当にあたる金額を

支給することを決め、2月から運用を開始した。 

 

(4) コロナで実質的失業「女性１０３万人、男性４３万人」:野村総合研究所 

新型コロナ禍で実質的に失業状態にある非正規雇用者が「女性１０３万人、男性４３万人」

に達したことが、野村総合研究所の調査で分かった。同調査ではパート・アルバイトのうち、

「シフトが 5割以上減少」かつ「休業手当を受け取っていない」人を「実質的失業者」と定

義した。 

 

コロナ禍でシフトが５割以上減少している女性の割合は４５．２%に及んだ 

また、コロナでシフト減のパート・アルバイトのうち、女性の７４．７%、男性の７９．０%

が「休業手当を受け取っていない」と回答した。 

 

2か月の間に１０％強、「実質的失業者」が増えた。なお、ここで定義した「実質的失業者」

は、一般的に、統計上の「失業者」にも「休業者」にも含まれない。 

支援などより多くのチャンネルを行政、民間を問わず整備することが一層求められる。 

 

「野村総合研究所、パート・アルバイトの中で「実質的失業者」は、女性で 103万人、男性

で 43万人と推計」 

https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/2021/cc/0301_1 

 

(5) EU、男女の賃金格差公表を義務づけ 罰則も導入へ 

欧州連合（EU）は 4日、男女間の賃金格差の解消に向けて、同種の仕事をする人の男女別

平均賃金を従業員の求めに応じて開示するよう域内の企業に義務づける方針を決めた。250

人以上を雇用する企業には毎年、男女格差を対外公表させ、「同一労働、同一賃金」の実現

を目ざす。 

 

"Pay Transparency: Commission proposes measures to ensure equal pay for equal work" 

European Commission 

https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_21_881 

 

https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/lst/2021/cc/0301_1
https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_21_881

